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IV チリの製造工業の特徴と産業政策

1. 輸入代替的工業化と製造工業の特徴

先にIIにおいて，輸入代替工業化によって形成

されてきたチリの製造工業部門のいくつかの特

徽すなわち，最近次第に鈍化しつつある成長率，

l業種1企業的な独占的構造，製造工業品輸出の

欠如，中間財，資本財輸入の近年における増大を述

ベ，その一般的な経済の停滞的諸現象との関連を

みた。ここではこれらのそれぞれの特徴について

さらに具体的に検討するとともに，やはり IIにお

いてみたように，第 2段階に入った輸入代替工業

化の進行とその特徴をもみることとしたい。つぎ

にこのような製造工業部門において行なわれてき

た政策の概要をみょう。

まず，狭小な国内市場における輸入代替工業化

は，多くの製造工業部門において 1業種1企業な

いし数企業の独占的・寡占的産業構造をつくりあ

げた。政府発表によると資本金・社内留保額が

1400万エスクード以上の企業は 189社あるが，こ

れはチリにおける株式会社総数1978社の資本金・

社内留保総額の82％に達する（注 l)。このなかには，

非製造業企業（海運，鉱業，建設，報道，観光など）

も含まれているが，製造業の各主要分野別（大分

類）についてみると， 1400万エスクード以上の企

業は上位5~15社に対応している。このことは小

分類レベルにおいては1400万エスクード以上の企

業数は 1,2社となって，チリの経済が著しく 1業

種 1企業的な構造となっていることを容易に想像

させる。中分類18業種中 8業種の生産の5割以上

が上位5社によって占められ，これをさらにみて

いくとたとえば飲料の場合，ビールのみをとると，

CCU社のシェアーが圧倒的に高くなる。紙の生

産でも，トイレット・ペーパーなどは 1社が100%

供給しており，ストライキがおこるとアルゼンチ

ンから緊急輸入する騒ぎである。繊維の場合は製

糸，製布メーカーは Yarur系， Sumar系， Said

系のアラブ系3家族に関連する会社が大部分を占

め，また特定合成繊維（ナイロン）などの独占度

はより高い。機械工業，金属工業，化学工業など
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第14表製造工業における国営，外資，民族系企業の比原と，上位企業の生産シェア

払い込み資本(1967年） 生産シェアー (1960年）
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醤:I
63.0 
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でも状況は大体同じで商品を少しでもスペシフィ

ケートすると独占度は一段と高くなる。 もとより

多種品目生産を行なう大企業のいくつかが，

人口は1000万にみたず，

自動車，鉄鋼，

その

一部の商品（たとえば家庭電気製品の部など）に関

して同時的にある程度の競争をする例もなくはな

いが，一般的とは言えない（このような状況はT-叢

センサスより厳密に確かめられると思われるが，最近の

1967年の工業センサスの最終結果は未発表である）

（第14表）。

1人当り GDPも670ド

ル程度の国内市場では，

1企業でさえスケール・メリットを十分享など，

石油化学

受しえない業種が多く，上記のような構造のでき

上ることは，国内市場向けの輸入代替工業化のも

とにおいてはほとんど不可避であったというべき

であろう。

般にコスト

このような体制のもとでは， まずスケ

ール・メリットの得られない部門をかかえて（そ

れ自身スケー）レ・メリットの問題にならぬ業種でも国産

原料，部品などのインプットを通じて）製造工業は一

になりがちであり（技術・経‘tt，外部

経済等の要因もある），そのうえ国内競争の不足，輸

入品との競争の欠如のもとでは，生産性．向上，経

営合理化などの効率上昇の努力は行なわれ難い。

しかも過高レートの存在によってただでさえ国産
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品が輸出競争力を持つことは困難であって，国内

市場に依存する体制はいつまでも変わらず，生産

規模も国際水準にあげえないという悪循環が生じ

たのであった。

したがって，チリの製造業の第 2の特徴は， 40

年間にもわたる工業化にもかかわらず，一向に製

品輸出の増加がみられない点にある。 GDPに占

める製造丁＾業のシェアーが25.5%(1970年）に達

した現在もなお，工業化開始当時の国内市場供給

型という性格は変えておらず，この傾向は他のラ

テン・アメリカ諸国にもみられるとはいえ，チリ

の場合は特に著しく，製造工業品輸出は全体から

みればほとんど皆無に近いといってもよいほどで

ある。

時々貿易統計に製品輸出としてあらわれるの

は，銅合金，銅の荒引線等で，これらは銅地金輸

出が形をかえたものにすぎない（注 2)。ほかに新聞

紙など紙類の輸出があるが，これら以外は少数の

農産加工品およびわずかなLAFTA向けの製品輸

出があるにすぎず，これとてもきわめて人為的色

彩の強い無理な輸出であり（注3)，いずれにしても

チリには厳密な意味での製品輸出はほとんどなか

ったといってよかろう。

つぎに指摘しておきたい点は，輸入代替フ゜ロセ

スがすすみ，非耐久消費財から耐久消費財，資本

財，中間財の輸入代替へと進むにつれて，工業化

はますますコスト高となり，工業投資の増加に対

する，製造工業生産の増加率の鈍化（限界資本効率

の低下）がみられはじめたことである。これは，

資本集約度の高い部門へ輸入代替がすすみ，投資

の必要が著しく増加したにもかかわらず，これに

対応する新しい生産は，生産規模が当初から適正

規模より小さいこと，または操業度が生産能力に

達せずに，不完全使用であることなどによって生

じたものと考えられる。

これと同時に，この新しい段階での輸入代替部

門では資本コストを別としても，生産コストは先

進国におけるそれと比較してますます高くなって

いくことが知られている。国産化率を高めれば涵

めるほど，輸入品との価格差をひろげていく自動

卓価格の場合などは，その最も典型的な例である

が，ここでも，スケール・メリットを享受しえぬ

ことや，外部不経済，さらにはこの段階での輸入

代替産業は技術水準の高いものが多く，その技術

を先進国なみに吸収しえずに生産性が低いなどの

理由から，結局生産コストがますます高くなって

いくものと考えられる。

したがって，新しい国産品は輸入品価格と比較

してますます高価格となり輸入代替がすすめばす

すむほど国内通貨建の製造工業部門の付加価値に

おける，いわばみせかけの水増し部分は増加する

こととなる（注 4)0

ところでこの部分を含めた上でも，なお製造工

業生産の成長率の鈍化が観察されている。これは

ラテン・アメリカのいくつかの国で1950年代の後

半から始まったとされるが，チリの場合は1960年

代後半に成長率がとくに低くなってきている。す

なわち， 1950年代はじめに比較的高かった成長率

は1950年代後半から下がりはじめ，ついで1960年

代前半には7％以上となったが，後半に至って 4%

前後となった。この低下の原因のすべてを輸入代

替t業化の推移のみによるものとするわけにはい

かないが，先に述べたような理由から，両者は密

接な関係をもっていると考えるべきであろう。ま

た，さらに既述のみせかけの付加価値増加を差引

くと成長率はもっと低かったものと考えざるをえ

なし'‘o

この時期におけるもう一つの重要な問題は，
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層の輸入代替を耐久消費財，資本・中間財部門に

まさに資本財輸入，中間

財輸入の増加が必要となり，製造工業部門だけで

‘みた輸入外貨の必要も，輸入代替の進展にもかか

わらず一向に減少しないどころか，

おいてすすめるために，

ときには逆に

増加せざるをえなかったという点である。

1957年と1967年の工業センサスの結果を比較す

ると，この期間に，機械工業，化学上業の成長率

が他の部門よりも高く，この結果泊費財生産部門

の製造工業の付加価値総額に占める割合は49.6%

から34.6％へと実に大幅な減少を示したのに対

し，機械工業の占める割合は9.9％から21.5％に，

化学工業（ゴム工業を含む）の割合は6.2％から8.9

％に上昇している（第15表）。

ところが1967年センサスにおける各産業部門の

輸入財の使用状況をみると上記の比重を高めた産

業ほど，原料・中間財コスト総額に占める輸入品

の割合が高い（第16表）。しかも，これらの産業は，

これら生産フ゜ロセスそのものにおける輸入品のほ

か，操業以前の機械輸入，技術関係のローャリテ

ィ支払い，修理部品その他の輸入など外貨支払い

製造工業総付加価値に占める主要部門の割合

および主要部門別付加価値成長率（％）

1957年1962年1967年 成長
率

1960-67 
----—-I 1I-----------
49.6'39.5; 34.61 3.3 
15.5| 11.7| 11.8 7.9 
2.51 3. 7 4.11 2.2 
0.71 2.4 2.0 3.2 
20.31 13.81 10.81 1.4 
5.31 4.91 3.01 0.5 
5.3i 3.0 2.9i 6.0 

ヽヽ”-9 - - -

40.5! 43.41 43.8/ 6.6 
維 9.9i 10.51 10.8; 7.6 
材 5.11 4.0i 4.0 7-~ 

紙・パルプ l.8j 1.91 3.71 25.5 
刷 4.0 3.21 2.5 0.3 
革 1.21.91 1. 3 2.9 
ム 0.9| 1.8I 2. 1! 10.0 

学工業 5.31 4.81 6.81 11.0 
油•石炭製品 2.li l.7i 1.9 13.5 
鉄金属 4.0 5.9 4.3 1.8 
属工業， 6.0 7. 1: 6.4 3.6 

9.9, 17.1 21.5'13.4 
-| 4.6 6.2 13.2 
-| 2.7 2.9| 11.4 
3.5 4.8! 9.3 
6.3 7.6 16.7 

100.0 100.0: 100.0 

（出所） Aranda y Martinez, " Estructura Econか

mic : Algunas Caracterlsticas Fundamentales," 

CESO, op. cit., 1970, Santiago所収 (CORFO

発表の資料をもとに作成したもの）。

（注） ＊分類されぬ一切の製造工業が便宜上消費財

に含められている。
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機械を除く金属製品
非電気機械
電気機械・器 具
輸送機械

合 計 6.8 

第 16表

,
9
 IU
類
CI
分

産 業

製造工業の主要部門別付加価値と原材料コスト

付加

1957年

313233343536373839 

価値 輸入原料 I 国産原料
- - ----------- --

1967年 中間財使用額 中間財使用額
I 1967年 1967年

(1000エスクード） （100万エスクード）i(100万エスクード） （100万エスクード）

食料，飲料，タ バコ I 88,779 2,342.2 I 230.0 I 3,418.7 
続維，衣料，皮 革 63,840. 1,559.3 I 212. 1 I 1,182.1 
木材とその製品 14,465 ・ 387.1 ! 9.3 I 333.8 
製紙•印刷 16,911 1 472.6 I 36.3 [ 281.2 
化学，ゴム，プラスチック他 37,162 • 1,192.4 ! 571.3 I 590.6 
非金属製品 15,858, 315.0 ! 35.8 I 149.3 
金属製品 45,347 • 1,612.s • 64.9 I 2,664.9 
機械 17,304 I 1,826.5 / 301.0 [ 869.1 
その他 37;121 I.  60. 7 i 6. 4 I zs. 3 

ム 計 303,399. 9,768.2 1,527.5 i 9,518.6 

（出所） Direcci6n Nacional de Estadisticas y Censos, III Censo Nacional de Manufacturas 1957, Santiago, 

1960; Instituto Nacional de Estadisticas, N Censo Nacional de Manufacturas 1967, Santiago, 1970.（部

分発表）
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の必要性は他の既存産業より一般に閥いというこ

とを考應しなければならないであろう。

ここに説明した輸入代替の第2期における重要

な特徴として指摘しておかなければならないの

は，その推進のいわば担い手が変化したというこ

とである。すなわちそれまでの段階では，大体に

おいて比較的多数の企業からなる，民族惰本を中

心にして工業化が行なわれてきたのに対して，耐

久消費財，中間財，賓本財の輸入代替工業化の土

溝力は，外国系企叢，国営企業にあったと考える

ことができる。また第1にこの時期の工業化の投

資は大量の資金と技術を必要とし，一般に資金調

達力の弱い，技術の不足または欠如した民族資本

家には困難であった。またチリの民族資本家は，

繊維産業などに明らかにみられるような商業資本

家的性格がいまだ顕著で，従来の工業投資も，保

護された市場で商業的利潤を追求するというタイ

プのものが少なくなかった。彼らはしたがって，

従来の部門のように利潤率が必ずしも約束されな

ぃ，新規部門に積極的に参加しようとはしなかっ

たと考えられよう。もとより，すでにチリにもい

くつかの金融ク万レープが民族系銀行を中心に育っ

ており，また繊維産業など長期的な蓄積を経た民

族資本もあり，彼らはいずれも，外国資本や国営

会社との合弁などによってある程度の参加は行な

ってきた。しかし彼らが工業化の主導的地位を占

めることはなかったとみてよかろう。

これに対して外国資本にとって，この時期のチ

リの経済政策は，進出するのに有利な性格を持っ

ていた。すなわち，一方で商品の輸入について厳

しい制限を加えながら，他方で外国資本の直接投

資にはきわめてゆるやかな， ときにはこれを歓迎

する政策（たとえば1955年のクライン・サックス・ミ

ッンョンの勧告後など）が取られたことにより，外

国資本は従来の輸出市場の確保と保護された市場

での安全性などの理由から工業投資を行なったの

であった（注5)。

また多額の責金を動員できる国家の工業投資

もこの時期になって増加したことはいうまでもな

い。 CORFOを中心とする国営企業は，基幹産業，

戦略産業においてとくに重要となった。

以上についての厳密な資料はないが，チリ大学

社会経済研究センター (CESO)のエコノミストの

まとめたものによると， 1961年から1966年の 6年

間に政府の直接工業投資が6億エスクード (1965

年価格）で，間接投資と合わせると 7億5500万エ

スクードに達し，これは同期の総工業投資の約3

分の 1にのぼったほか，外国資本の投資額も同期

に5億エスクードに達しており，政府と外資をあ

わせると総投資額の半ばをこえているのである。

なおこの外資の投資額には利潤の再投資を含めて

いないので，実際はこれよりもさらに大きいもの

と思われる。このような政府部門と外資の裔い比

屯は1963~64年頃から H立ってきたとみられる

（第17表）。

以上の結果，政府系，外資系，民族系資本3者

のシ丁ーアーは産業部門別に璽要な相違を示してい

る。食品工業，繊維工業は一部の例外を除き民族

資本の経営するものであるのに対して，化学工業，

機械工業には外国資本がかなり額著であり，国営

企業も一部みられる一方，基幹産業では国営企業

が煎要で，外国資本も一部みられる。

払い込み資本における 3者のシェアーをみる

と， 1967年において，繊維，靴および衣料，家具，

皮革は，国内民間資本の割合が，それぞれ， 89.8

%, 78.8%, 91.9%, 97.6%と祁いのに対し，ゴ

ム，化学では，国内民間資本がそれぞれ55.8%,

63.0％と比較的低くなる一方，外国資本が44.2%,
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第17表製造丁翼業における投資(1965年100万エスクード）

政府外資
I , —民族資本

直接間接小計A(a)B(b)小計
年 叶

1961 i 8 | 348 33 19 52' 
1962 i 3411 22'241 46! 5 
1963 347i 631 21 831 77 
1964 I 4061 1331 33 166 47 
1965 4129 167| 2& 194'14 
1966 561 182 30 212 5 
1967 : - 881 100'. 188'5 

-i—--••-•--• 

I --, 

1961-66 1 2,415 600 155'755; 156. 344 500 1,160 

（出所） CESO, op. cit. 
（注） （a) Estatuto de Inversionistasによるもの。

(b)経済省令第1272号によるもの（ただしこれは推
定）。

政府の直接投資には，株の買上げなどを含む。間
接投資には政府の行なった融資を含む。別に大蔵
省発表の部門別公共投資が CurrentPriceで発表

されているが，たとえば1965年については，直接

投資185.2(100万エスクード）で上表に大体あって
いる。これに対し， ODEPLANの資料 (ODEP
LAN op. cit.／)よりぱ小さく出ている。

32.3％と高くなり，また金属製品，電機機械でも

外国資本の割合がそれぞれ2-1.7%, 42.2％と非常

に高くなっている（再び第14表を参照）。国営企業

は，鉄鋼において32.1%と高い。

もとより払い込み資本における 3者のシェアー

と，工業投資の資本供給の源泉別シェアーとをそ

のまま比較することはできないが， 上記の資料か

ら，最近数年間における新規投資資金が大体どの

部門にどの源泉から行なわれたかを推察すること

は可能であろう。

2. 産業政策

これまで輸入代替プロセスの進行とこれによっ

て形成されたチリの製造工業の主要な特徴， とく

にいわゆる第 2期に入ってからのそれをみてきた

が，このような状況に対して，政府はどのような

産業政策を行なってきたのであろうか。

結論を先に述べるならば，後述のような COR

FOの努力などにもかかわらず，チリにおいては総
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合的産業政策に値いするものが行なわれてきたと

は言いがたい。総合的政策手段を用いての特定産

業の振典（選択的産業政策）はなかったといってよ

く，直接的輸入制限などによる事故的所産，国家に

よる虹接投資による工業建設以外，注意深いプラ

ンニンゲにもとづく産業振興施策は実行されなか

ったといってもいいすぎではないであろう。 「ラ

テン・アメリカの工業政策」と題する国連ラテン・

アメリカ経済委員会 (ECLA)の研究直 6)でも，チ

リでは，たとえばコロンビアなどでみられるよう

な産業選択的政策手段の活用が行なわれなかった

ことを明らかにしている。機械，設備の短期償却制

度や，再投資される利潤に対する免税措償など，製

造工業奨励に一般に採用される政策手段もある程

度利用されているが，いずれも厳密な意味での産

業政策にもとづいて選択的に行なわれたとは言い

がたい。チリにおける産業振興において重要な役

割を果たしてきたとしてよく知られ，他のラテン・

アメリカ諸国の範ともされたCORF()は，基幹産

業，産業のインフラストラクチャーの整備（この

両者の分野における国営・合弁企業の設立），その他の

製造工業への融資，および産業関係の技術開発と

普及においてかなりの成果をおさめたが，CORFO

自身が一貰した産業政策をもって，製造工業全体

を指莉してきたとは言えず，この役割を CORFO

に期待するのは本来無理であったといわざるをえ

ない。

もう一つの重要な点はCORFOをはじめとする

チリ政府の施策においては，輸入代替工業化プロ

セスの枠組を変更し，その競争の不定による弊害，

諭出の欠如など，輸入代替工業化から生ずる諸問

是正していこうとする意図はほとんどみられ

，むしろ民間および外国資本によってすすめら

れてきた輸入代替工業化を国家によって補完・強
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化する結果となってきたことである。

たとえば，鉄鋼，石油化学などにみられるように

外資または民間国内資本と協調して，資本集約的

な国内市場向けの新産業をつぎつぎと設立してい

くというのがCORFOの華やかな活動の一つであ

った。しかるに保護されたせまい国内市場におい

てほとんど独占的な生産を行なうという点では，

他の分野における国内民間資本，外資と何ら変わ

るところなく，衛い効率，生産性への配慮は十分行

なわれなかった。たとえば太平洋製鋼 (CAP)は，

チリ唯一の高炉をもつ製鉄所で，国家資金を大星

に投入して建設されたが，その年間生産能力1(）（)ト

ンは完全使用されぬ上（約70トン程度），著しい多

品種小量生産を行なっており，後述の高炭化など

の要因も加わって，祁価格の鉄を生産しており，

チ l）から輸出した鉄鉱石を使用して生産した日本

の鉄の CIF価格の方が CAPの鉄の価格よりも

安いというような現象をひきおこしている（もと

より，ここでも過高レートの問題を忘れてはならない）。

また石油化学では，世界的に20~30万トンが適正

規模とされているエチレン・プラントを 6万トン

規模で建設した。このような傾向はラテン・アメ

リカのどの国にも多かれ少なかれみられることと

は言え，輸入代替的工業化プロセスの新たな段階

においてもこれによって生ずる多くの問題を解

決していこうとする配慮がなかったことを象徴的

にあらわしているといえよう。

さらに，石油開発，電源開発においては，高炭

価にスライドして工業用電力の高電価がもたらさ

れ，これはまたその他の工業用インプットの高価

格（上述の高鉄価，石油化学関係中間財の高価格のほ

か，その他の国内原料部品類の高価格）とともに， こ

れらを投入財として産出される財の高価格を形成

し，輸入代替を行なえば行なうほど工業品価格が

ヒ昇し，国際価格と国内価格の乖離が拡大すると

いうプロセスに寄与してきたといえよう。すなわ

ち，ただでさえコスト高になる輸入代替において

翡い原料・中間財を供給することによって， CO

RFOの一見めざましい活動は，国際価格，国内

価格の背離，一層の保護の必要，ますます奇型的

な輸入代替の進行というプロセスをむしろ補完・

強化してきたとさえいえよう。

政府やCORFOの政策は，輸入代替フ゜ロセスに

おけるもう一つの重要な側面である，製品輸出の

欠如という点に関してはどうだったか。ここでも

＾貰した政策があったとは言いがたい。もとよ

りCORFOも全く輸出に無関心であったわけでは

なく，魚粉産業の振興，輸出向製紙業の振興，農

喉加工品の輸出振興（果物，かん詰やぶどう酒），銅

の合金や加工品， LAFTA向け製品輸出，はて

は寒Kの日本向け輸出も手がけて，その努力には

みるべきものもあるが魚粉の不振をはじめとして

あまり成果が得られたとは言えない。

チリで輸出振興施策が実施されはじめたのは，

ようやく 1960年代に入ってからであり，このなか

には， ドロー・バック，輸出信用，輸出保険など

が含まれているが，それも，チリと発展レベルの

近いコロンビアと比較してさえ限定されたもので

あった。さらにこれらはいずれも輸入代替型工業

をつくり出してきた，より構造的な変革を行なう

ものでなく，それらには触れることなしに，ただ

わずかなインセンティプを与えるという性格のも

のであったから，輸出増加への効果はきわめてわ

rかなものであった。 LAFTA向けの，地域特恵
lii場向けでさえ思うような増加がなく，域内国か

らの製品輸入の増加とのバランスさえとれなかっ

た。換言すれば，過高レートのもとで，輸入代替

プ゜ロセスによって形成されたチリの製造工業にと
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っては， 1960年以降適用された微々たる「輸出振

興施策」や関税面での「LAFTA域内特恵」は，

大幅な輸出を可能にするには全く不十分だったの

である。

つぎに，総合的な産業政策と同様に，部門別の

廂業政策も不在あるいは不明確であったことを指

摘しておかねばならない。一例をあげれば1960年

代に急速に成長した自動車産業のごとく新しい産

業で，かつ，そのために政策決定の審諒会まで設

けられた部門でさえ，その政策内容は複雑をきわ

め，統一＇性， t•貫性を欠いていた。のみならず，

アリカ振興法等の地域政策ともからみあ 9)てが）ま

ぐるしく変化した．すなわち年産7000台 (1966年）

から 2万5000台 (1970年，バス・トラックを含む）

という日本U)日動車産業の 1H分の牛廂にも及ば

ぬ規模に対し（．，当初20仕 (1971年までに11社とな

った）にもおよぶ外国メーカーが話致され，｝k:し

く小規模の糾立て生性で出発した上に，政府は次

第に国産化率を裔めたため，より高価な国産部品

ないし「LAFTA部品」の使用によって，組立て

t事のコストは上る一方で，輸入代替が進めば進

むほど価格が上るというチリの製造工業全体の状

況を最も典型的にあらわした。また当初アリカ地

域振興の目的をもって，アリカ港を自由貿易港に

指定して，ここに自動車組立て工業を誘致したが，

次第に涵まる国産化率消化のための国産部品調達

はアリカから2000キロメートルほど離れたサンチ

ャゴ地区から運ばなければならないという不合理

が生じた。さらに国産化率義務を厳しくしても，

部品工業振興政策は不十分であり，しばしば調逹

困難な事態を生じた。輸入部品については，外貨

不足を狸由として，輸入部品用外貨割当ては，不

|•分ないし遅延しがおで勺その間休業せざるをえ

ないという「季節庁翌業的経営」を余儀なくされた
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のである直 7)。

この自動車産業と同様な事態は多かれ少なかれ

他の産業部門にも生じた。輸入代替工業化プロセ

スの生みだした諸問題もさることながら，これに

加えて，このプロセスのなかで行なわれてきた，

部門別の施策の内容もまた，各産業部門の具体的

な工業化における非能率，不合理の要因と無関係

とはいえない。これはそれら産業部門のそれぞれ

に程度の差こそあれ，各種の不合理な構造を形成

せしめ，後に多くの問題をのこしたということが

できよう。

チリ経済を構成している他の重要な 2部門，す

なわち，銅鉱業と農牧業に関しては，それまでの

伝統的構造に対して，根本的な改革を含める政策

（すなわち銅のチリ化政策，産銅倍増計画および農地改

革）を実行したフレイ政権下においても製造工業

部門においてはこれらに対応するような政策はつ

いに行なわれなかった（注8)。

この部門におけるフレイ政権の政策は，大体上

記のような性格の施策にとどまった。ただし，そ

の期間に，国営企業の比重は著しく増大し，国

家による重要な投資が行なわれ，新たな，重化学

工業化がすすめられた。これはこれまでの政権と

比較して特筆すべきことといえよう（第18表）。こ

の点を麻く評価する向きもあるが，ここでは，そ

れにもかかわらず，パブリック・セクターの増大

も結届は，輸入代替による工業化という従来から

のプロセスの延長線上にあって，この意味で製造

工業部門に構造上の変更を加えるには至らなかっ

たと若えてよいであろう。

なおここで付け加えておかなければならないの

は，フレイ政権のイニシアティブで進められてき

たアンデス共同市場の結成である。これはこれま

での 1国レベルでの輸入代替的工業化から一歩す
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第18表 チリにおけるパブリック・セクターの地位

(2) 畑） （3） （b) ( 1),  （4) （5) ＇（ 6) (c) | （7) （8) 
← - - - - -

総固定資本形パブリック GDPに占めGDPに占めGDPに対す公共セクタ全就業者数に
成(1965年100セクターの総 (2)/(1) る公共投資のる民間投資のる公共支出の一の就業者占める公共セ
万エスクー固定資本形成 割合 割合

（同左） I % 
ド） 割合 数（全産業）クター就業者
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（出所） （4), (5), (6)の一部： CESO,op. cit. (a)の一部，（I.), (2), (6)の一部，（7),(8): ODEPLAN, Antecedentes 

sabre el Desarrollo Chileno 1960---70, Santiago 1970. 

（注） （a)かっこ内は間接の公共投資。

(h (1), (2)と資料の出所が異なるので厳密には］961年以降に関しては，この襴は(4),(5)から算出した数字
(4) 

(4)+(5) 

とは一致しないが傾向はほとんど弯わらない。

(c) かこ内は財政赤字のGDPに占める割合である。

すんで，域内産業補完，域内競争を通じて，国レ

ベルではゆきずまりつつある工業化を，域内レベ

ルの輸入代替によって進めようとすることを基本

的には意図するものであり，その効果については

今後にまたねばならないとしても，これまでの国

内レベルでの輸入代替工業化から生ずる多くの困

難を解決しようとする一つの試みとして評価で宍

る。また，フレイ政権がその結成に積極的に努力

してきたことは注目しなければならない。これは，

後に，股業における農地改革，鉱業における「チ

II化」または「国有化」に匹敵する政策的意義を

もつこととなる可能性をもど）ているかも知れない

からである。しかしながら，アンデス共同市場は

効果を発揮するとしても， 1970年代であり，本稿

ではその目的からいってこれ以ヒ詳細にみる必要

はなかろう。

（注 1) 1969年木現在の資木額などてある。これ1i

1971年11月31l 「~政府が下院経済委員会に提出した竹

料による。

（注2) チリからの銅の板（国際椋準貿易商品分類

SITC682.2)，荒引き線(SITC682.21)の輸出か 1964介

以降急増してil：目されたのであるか， これは政附か-

flかこれらを製，’,，＼と認めてその輸出を優遇し，わりから

の銅価格の高騰{)あって生じた現象て，輸出品の実質：｝

,1°1地金と変わらず，輸入後これらは製品としては使i)

れず再び精練しなわすのが実竹であったとされてし，名

(CEPAL, Chile: La exportaci6n de Manufacturas, 

Sus Antecedentes y Posibilidades, 1969 寮が参

肥）。

（江3) たとえば，し、わゆる「LAFTAhl院」と称し

自動車部，，＂＼をア） lビンチン，メ斗シコなどに翰illl 

いるが， これ Itr-）政府の要求する国産化率0)逹成

に苫慮する Il,FIぃI'-メーカーが「見返り輸出を行f［う均
合にのみ， LAFTA賊内製自動車部品を国産品とみな

す」とし、う規定を利用するためにもっばら行なオ）れ了

しヽ るもので， チリ訊）輸出品が価格r'u',ffともに諒争1)か
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あって絵出されてし、るわけではない。しかもこの

「LAFTA補完」なるもり）は，モンテビデオ条約の定め

るところにしたがった LAFTAの痒業補完協定によ

るもりつてはない。

(il: 4） 節単な例を小せば因庄化率30%0)とぎ，・！）自

動阜 1合（l)コスト3000トルが属産化率を60％にぬめた

ために6000ドルに0:,,tことすると自動巾生産台数：i|hl 

しても， ごい部門にわける付加価仙窟！はみか｝｝上培加

すこことになる。

(，L5） チリにおける外匡投賓または借汰は，従来

次り二つ孔）チャンネルを通じて入ってぎて 1吋 ‘f。第1:i

し、オ，ゆる「投質家の条例J(Estaluto de! Inversionista) 

どし、と勺る1960年、1）払令 (DFL)258号てし1,!1杖粁済へ "1)

賽＇）・ 0)J化し、安定性り）ある投府を焚励するtめて， co
RFO を中心とす乙似別委員会 I]）決定を要する代A）り

iご，がT,々 の投茫(|こ特別］）ヘネフィ・ノトがり・えられだ。も

ぅヽ・一つカチャンネ ILi」19611,・の経済右政令 (Decreto) 

1272号て，中央銀行を通じて， 1-I)人による外［け借状

の取得または外国か(,(!）ifI接ff本寮り1こフェーハーを

りえ，利澗I の加外；〖令などを保 1，；＼てするもいてある。佼

打が外貨力みによる借款・伯掟投茫iしこ適！1]しど il tこ］）に

対 I，て，前者 o')I八外貨ならもゞに現物もちこみを対象

としたこと， また後者の場合，外府の］じ木伯対，和子

科潤応金が保防されてし、たが， 1打者0)湯合け，中央銀

行阿事食 (ComitもEjecutivo)の承認が必要とざれて

いだことなどが両者の相達てある。第 1のチャンネル

て工業部門へ投下さがた外国賓金ltl960~69紅・～□6100
万ゞ)/あり，うち1800万ドルが直榜投布の形をとった。

まだ第 2のチャンネルを通じたものは同!:Jtり問に8400

万ドル（内直按投賓100(）万ドル）て合l;t1倅4500万ド

ルどなるが， これを1965年ニスクート価に換算すると

約 4億7000万＝スクードて後述の CESOの数字より

少なくなっ：し、る。

Cd, 6) 1971年の第14回 ECLA総会に提出された

賓料による。

(/1'. 7) Jack Baranson, La lrulustria Autornotriz 

en las paises en desarroll()，Editorial Tecnos, Ma・ 

drid, 1971,はラテン・アメリカでは国産化率の高く、',

;,し,I tど'l’酋．コスト 0) |•← ’J てし、＜状況を分析 1 ,: tヽる。

まナ：チリの自勁巾 l：茉を「平節酋：策Jと呼んだのは

Leland L. Johnson である (Leland L. Johnson, 

" Problems of Import Substitution : The Chilean 

Automohil Industry," in Economic Development 
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and Cultural Change, Jan. 1967.) 

(i'.t 8) なにゆえフレイ政権が製造］：党に対しては

より横述的な政策を実施しなかったかという問題は，

フレイ政権の性格，その支持階層の問題など，社会・政

治的諸痰因の研究が必要となり， ここては到底検討し

えなし、。また，1929年の恐慌か現在J)チリの輸入代替型

り）工業化とこれを巾心とする特殊な経済構造が形づく

られる出発，点となったことには異論の余地はないとし

ても，それては，その後一時的に国際収支か好転して

も，なぜ聞放的なし、わゆるバラソサの outwardlooking

strategyかとられなかったのか，また上記の時期を

拠磯どして許しい漿某不利化の政策が維持されること

：こなるいはなせかとしヽうような問頌に関しても同様の

こしかし、えーとう。たとえは， この蚊後の点に関して11

192(）年いアル I・ ューロ・アレサンドリ大統領以来，チ

リの政治勢））のハランスが農村の地主階級から都市

，J）フル→＇~＇ョアシーヘ移動したとしヽう社会的・政治的

背景かあると各 il， その後の経済政策の推移につし、

ても，経済の展開が，政治と社会各屠の力の均衡に

影阿をかえこれらが逆に経済政策，経済の展開に影響

してし、くと 1ィ‘’〗ノロセスがあったわけてあるが， これ

らを明らかにするにはチリの政治，経済，社会の総合

的分析が必要てここて深人りすべきてはないとおもわ

れる。［かし， この視点はなぜ1970年において議会制

民主主義下て社会主義政権が誕生するに至ったかを解

Iり1ずるためにも別の機会に検討されなければならな

v'o 

V チリの農牧業の停滞と農業政策

1. 農牧業部門の長期的停滞とその要因

チリの農業生産の成長率は，過去10年間きわめ

て緩慢で，人口増加率をようやくこえる程度であ

ったことを冒頭に述べたが，これはここ10年間に

限ったことではなく， 193Q&f代以降の輸入代替型

t業化開始以来みられる現象である。たとえば，

農業省の推計によると， 1950年代末に至る15年間

(1945-59年）もやはり，農業生産増加（年率1.83%）

は人口増加（年率2.2%）に遅れていたのである。

さらに，長期の比較を行なうと，農業生産指数

(1929年＝100)は1909~11年（平均）の56.3から1919-
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21年の70.0に増加，さらに成長を続けて1929年

100とヒ八ークに達したあと， 30年代初めは農業生

産が減少1939-41年に 108.3にようやく同復し，

1949-51年 123.0となっている。この1929年を境

とする農業における重要な変化は，耕地の拡張の

状況からも確かめることができ， 1910年に53万80

00ヘクタールであった主要農産物の耕地面積は，

急速に増加して1928~29年に 114万ヘクタールに

達したあとは，緩慢な伸びに変わり 1965年までに

126万6000ヘクタールに増加したにすぎない。しか

もこの1928--29から1965年に至る期間には主要穀

類（小麦など）の耕地面精の増加よりも，たとえば

ぶどう酒用ぶどう園 (8万2000ヘクタールから11万

1000ヘクタール）やじゃがいも (4万5000ヘクタール

から 9万1000ヘクタール）などの面積の増加が日立

っている。もとより，この間土地生産性の増加も

あり，耕地面積のみをもって判断することはでき

ないが，後述のごとく，チリのように可耕地面積

の未利用分が大きく残されている場合，耕地面積

の推移は一応農業生炉の指標と考えてよかろう。

この人口増加にさえ追いつかない農業生産の停

滞のため，農産物の輸入（ただし一部は熱帯農産物）

は最近は 2億ドルをこえ，輸入総額の 2割以上を

占めるようになって，チリの国際収支を悪化させ

る重要な要因の一つとなるに至っている。

1000万人にも満たぬ人口に対して，420万ヘクタ

ールの可耕地面積（砂漠地帯と極南地帯を除く，アコ

ンカグア県からチロエ県に全る19県のみ）を有しこれは

わが国の耕地面積約600万ヘクター 1レに比較して

も決して少ないとはいえないばかりか，ほかに，広

大な牧草地を有し（可耕地面積と牧収地をあわせて，

農牧業に利用可能な総面積は1106万ヘクタール，ただ

し上記19県のみ），しかも上記420万ヘクタールには

少なくとも 122万ヘクタールの灌漑された面積

（この数字はアコンカグア県からカウティン県までの15

県）が含まれているのである。チリは確かに南米

のなかでは農牧地の少ない国には違いないが，

1000万人未満の人口の農産物供給が行なえない現

状が可耕地の絶対的不足によるものとは到底考え

られない。

可耕地面積が十分ありながら農牧生産の停滞し

てきている原因として従来とくに強調されてきた

のは，大土地所有制度である。 1964/65年農牧セン

サスは，フレイ政権下に開始された実質的農地改

革実施の直前の状況を明らかにしている点で喪重

な資料であるが，このセンサスによると，明らか

に，大規模農場の方が所有土地の利用率が低い

（第19表）。これは，非経済的目的（社会的平等など）

とともに，農業生産拡大のために農地改革が必要

であるという主張を裏づけてきたものであった。

しかしながら，大土地所有制のみが農業生産停

滞を招いたのでは必ずしもないことを示す事実が

ある。同じ大土地所有制下にありながら， 1929年

以前は急速に農業生産が増加したのに対して，そ

れ以後停滞したのはなぜか。これを説明する最も

有力な考え方は1930年代以降の農産物低価格政策

である。チリの農産物の相対価格の長期的推移に

ついてはママラキスの詳細な研究がある（注1)が，

これによると，相対価格指数は1929年の水準から

1930年代前半著しくおちこみ，これが， 1929年の

水準に回復するのはようやく 1946年になってから

である。その後1955年まで農業が相対的に有利に

なるが， 1955年以降は再び不利化していくという

推移をたどっている。

もとより農産物低価格政策は，農業部門を不利

化した一因にすぎず，このほか，農業部門のイン

プットを形成する各財の価格水準，競争的農産物

と価格が農業部門をより不利化した半面
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第 19表 所有規模別の土地利用状況 (1964/65年）
.... -・・ 

士 地利用状況
(1) (2) （3) （4) ―-〖5) て•←• (6) -I •-(7) 丁(8), (9) | (10)― 

模 平均農場総面積 1年生多年生 5年以内 5年以上の1 潜在的に生灌漑され
面 積 1000へ 1 の人工牧人工または休耕地産的に利用

農場数（ヘクタ＼クター 1 作物作物 1草地 天然牧草地 可能の土地た土地
--_1レし） （同左） （同左），（同左） （同左） （同左）l＿-（同左） （同左）

規

5ヘクタールまで 123,6361 1.7 2071 122 15 5 21 22 (2.8) （108.7) 
5 ~50ヘクタール 92,4081 16.8 1,5561 :~46 511 481 3971 306! (92.5)1(180.2) 
50~200ヘクタール 23; 9591 95. 3 2; 2841 250, 491 usl 6591 353; (i68. 4) I (278.4) 

叶小 ITT" j 240,003! 16.9, 4,047; 718 
| 

1151 1711 1,077j 681i (263.7)[(567.3) | 
... 

200~1000ヘクタール i10,1581 424.4 4,3111 359 
1000 ~5000ヘクタール 2,6011 2,112.8 5,495 204 

IIヽ 言t 12,759'768.6 9,806 563 

54 372 
24' 289 
I 

78 661 

5000ヘクタール以上 730:23,007. 4 16,795 57 
I 
226: 7 

l ： 
・ • - - •ー・・ l l -・ • --- -- -, • 

合計 25,34921 120.9 30,6481 1,338'  200 I 
I 
1,058 

（注） ＊1000ヘクタール以上の農場をすべて含む。

（出所） （1)~(8)は CESO,op. cit.（これも農牧センサスに甚づく）。

(9),(10)は農牧センサス (Direcci6nde Estadisticas y Censos, IV Censo Nacional Agrope('uario AガoAgricola 

1964--1965, 1969.)から直接算出したも (/)u

政府による信用供与，灌漑などインフヲストラク

チャーの建設，地宅に対する特別税制，一郎の農

産物に対する最低価格の支持などは逆に有利化の

要因として考慮せぬばならず，農業部門と他の部

門との厳密な比較は必ずしも容易ではない。

しかしながら，この問既述の耕地面積増加が停

滞したことのぽか，農業機械輸入ほ1925-29年平

均の年610万ペソからその後著しく減少し，20年後

にようやくもとのレベルにもどっていること，同

期に肥料の使用景が低下していることなど、

部門への投資が相対的に不利となっていったこと

を示す資料がみられる。

農業部門が相対的に不利となり，農業生産が停

滞していくこの状況は，その開始が1930年にあっ

たことかちもわかる通り，輸入代替瑚t粟化の展

間と無関係ではない。輸入代替咆工党化は，国光

製造工業品のゴスト裔から，他の部門の牛南物の

価格よりも工業品価格を上昇させ，一方では，都

市人口（とくにT業労働者）の増大かいその必需品
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たる農産物価格をできるだけ低く維持しようとす

る政策を行なわしめるに至ったということができ

よう。一方成長の急速なしかも）享く保護された製

造工業の投資利潤は，他の部門，とくに農業部門

より高く，農業部門から得られた利潤は，製造工

業部門や他の部門に投資されたのである。

一方農業部門の停滞のため農業部門における雁

用の増加は少なく，農村から都市への人口の移動

は急速にすすむこととなった。

このようにみてくると，大七地所有制とともに，

輸入代替工業化に伴う農業部門の不利化が，こ(/)

国の農業部門の長期的停滞を規定してきたことが

わかる。

2. ラティフンディオとミニフンディオ

この国の農地改革前の土地所有制の実態につい

ては， l964/65年の農業センサスにもとづく前掲

表の示す通りで， 5ヘクタール以下の農場が全農

湯数の50％余に達するのに20万7000ヘクタールと

総面積の 1％以下を占めるにすぎない。それに対
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して， 5000ヘクタール以上の 730の大農場に総面

積の50％以ヒが集中しており，また，これに200ヘ

クタール以上の中規模農場(1万2800農場）を加える

と， 2660万ヘクタールと総面積3065万ヘクタール

の87％に達している。もっとも総面積の比較だけ

では士地の肥沃度を考慮しないので正確に実態を

反映しないが，センサスによると，200ヘクタール

以上の中規模および大規模農場 (25万3500の総農場

中の約2万農場）が灌漑総面積の半ばを占めてい

る。またセンサスの定義する「潜在的に利用可能

な士地」および5年以上の人工または天然牧草地

など生産的に利用されていない土地の多くは大規

模ないしは中規模農場に集中しているといって

よいであろう（なお農場総面積中には森林，原野，利

用不能の土地が含まれており，これを総面積からひいた

残りの中で，上記5年以上の牧草地と潜在的に利用可能

な土地の占める割合は大規模農場ほど大となる）。

さてチリの場合， 5ヘクタールまでの農場は完

全に日営農場であり，また彼らは雇用農業労働者

を持たない。 5~50ヘクタールはこれに準じ，雇

用者はあっても少ない（以上がいわゆるミニフンデ

ノオである）のに対し， 50ヘクタール以上の中規模

農場（大体200ヘクタールまで，200ヘクタ'-ルから1000

ヘクタールの一部も似た性格をもっている）では本格

的｝こ雁用労働に依存するが，士地所有者は大体自

らその管理にあたり，また農場内またはその付近

の町に居住することが多い。これに対して大農場

の場合は，管理人に経営をまかせ，土地所有者は

大都市に居住し，また他の職業を兼ねることが

多くなるのである（大体1000ヘクタール以上，肥沃

地ではそれ以下も）。これは地方により，土地の肥沃

度，量などの相違にもよるが，灌漑面積換算80ヘ

クダールまでの農場という農地改革新法（後述）

の対象とならぬ農場は大体200ヘククールないし

これをこえる程度までの中規模農場に対応するも

のと考えられる（注2)。

チリの農業就業者の圧倒的大部分は，自己営業

およびその家族の就業者で， 1年に 6カ月以上就

業する者が 1964/65年センサスでは46万7200人と

なっている。 6カ月以下農業に従事する労働者が

これにつぎ約10万人，大農園内に住んで，大農園

の生産に従事し（小・中農園の場合もある），また農

園内に自己消費用の生産を行なうインキリーノス

がこのセンサスでは 7万3800人となっている。こ

れに管理人その他を含めた2万8000人を加える

と，人ロセンサス，人口標本調査などで一応農業

就業人口とされる66万4000人に大体近い数字とな

る。また， 6カ月以下の農業労働者の多くはいわ

ゆるアフェリーノスと呼ばれる季節移住農業労働

者であると考えられる。ここで興味深いのは，従

来チリ農業が「半封建的」だとする論者の根拠と

なってきた上記インキリーノスの数が減少してい

ることで， 1955年CIDAの推計では17万4000人と

されているのに10年後のセンサでは10万人も減少

している（第20表）。

また借地農家の数が比較的少ないことも特徴的

である。 CIDA（全米農業発展委員会： ComiteInter-

americano de Desarrollo Agricola)の推計では，

1955年に借地農 (Arrendatarios)とされているのは

約1万5000人であり， 1964/65年センサスでは，借

地は総面積の15％程度となっている。

人ロセンサスなどをもとにしたECLAの推計に

よるとチリの農牧業就業者数は既述のごとく66万

人前後で，これは1950年以来3％以内の増減をみ

るのみでほとんど変わりなく，この結果，1950年に

おいてチリの全就業人口の30％であった農牧業就

業者の割合は1965年において25.3％に下がってい

る。 1970年においてはこの割合はもっと低くなっ

ぅI
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第20衷規模別の農業就業者の状況(1964/65年） （単位： 1000人）

＇ 自己営業者家ぬカ族行月のの生）み以（南報上）（韻者就1 ， 管
理 ご臼、げ，

6農そカ就業の月他労以労働の上者就同労（3者月セ~） ンサス トは
説 模 ii＇ 業年をと受すそにけの6 l 卓 務 員 インキリーノス

I る 臣五し 視 人
6カ同以3カ下月

. --..  —·-• -』ー，． ー『 '-ヘー

5ヘクタールまで
I 

195.9 1.2 1.0 6.2 5.1 21.0 
5 ~50ヘクター！ン 188.0 2.8 6.0 13.3 9.6 32.0 

50~200ヘクタール 53.5 4.5 13.9 17.2 9.0 24.8 
200~1000ヘクタール 24.0 9.4 27.6 30.1 13.8 25.2 

1000~5000ヘクタール 4.8 6.5 16.7 20.6 6.7 7.5 

5000ヘクタール以上 1.0 3.7 8.6 12.4 4.1 3.0 

計 467.2 28.l 73.8 99.8 48.3 113.5 

（出所） Direcci6n de Estadisticas y Censos,前掲センサスより直接作成。

ていると考えなければならない。この就労者数の

停滞は当然都市への農村人口の流出をひきおこし

ている。しかしながらCIDAの推定によると，チ

リの農業は上記の66万人でもなお過剰就業状態に

あり (CIDAは1955年の農業就業者数を66万4000人と

し，うち女性労働，少年労働を一定割合で男了労働に換

算し，また季節労働力も 1年において何力月就業するか

で割り引いて，同じく男子労働換算し，腔業就業者は53

万6000人であるとしている），男子労働者換算で17万

3100人が潜在的に余剰であり，農業部門において

潜在失業がかなり存在していることを明らかにし

ている。またこの潜在的に余剰な労働力が，小規

模農場ほど多いことはいうまでもない。 CIDAに

よれば，余剰労働率（現実の就業者数から必要労働者

数をひいたものを就業労働者数で割ったもの，いずれも

男子労働者換算）は10ヘクタール以下の農場では

56.9%, 10~100ヘクタールでは41.4%,100~1000 

ヘクタールでは36.4%, 1000ヘクタール以上では

22.9％で，全国平均では32.5％であるとしている。

かくして大土地所有制度はチリ経済に少なくと

も以下の三つの電要な影瞥を与えたと思われる。

既述の農業生産の停滞（これは大土地所有制のみが原

因ではないが），このことから，きわめて乏しい労

働吸収力，そしてこれはとくに説明しないが，農

ぅ2

業部門内での所得配分の不平等，所得の集中であ

る（なお農業部門の他部門に対しての不利化とともに，

農村の最下層部分は都市の下層労働者と比較しても低

い所得しか得ていない）。

3. 農地改革

さて，以上のような，長期間にわたってチリ農

業を特徴づけてきた大士地所有制に根本的改革を

加えられるに至ったのは，ようやくキリスト教民

主党（フレイ大統領）政権下の 1965年になってか

らであった。もっとも，それ以前に全く改革が行

なわれなかったわけではない。 1962年に公布され

た農地改革法（法律第15020号，以下1日法と略す）で

は，当初の保守政権下においては， 1964年までの

2年間に買収された農地はわずか 2万ヘクタール

にしか及ばず，大土地所有制に修正を加えること

はほとんどできなかったが，フレイ政権下に入る

と同じ法律のもとで本格的な農地改革が実行さ

れるに至っている。

この農地改革旧法の定めるところは，基本的に

はつぎの 2点であろう。農地改革公団 (Corporaci6n

de la Reforma Agraria,以下 CORAと略称）の設立

と同法によって，農地を公共使用対象の土地と指

定する (utilidadpublica)ことによって，従来，道

路建設などにしか適用されなかったこの概念を農
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地にも適用することとしたことである。これは憲

法ヒ国家が良地を買収することを可能にしたわけ

である。

この法律は，利用されていないか， きわめて無

駄に利用されている農地，直接所有者によプ）て利

用されていない農地および，地域別農業開発汁両

遂行のために不可欠と苔えられる農地という 3種

類の形態の農地を国家がi任接買収するか，法律の

定めるところによって収用することを nj能として

いる。買収の場合は，買収時に価格の20%，残り

を10年以内均等払い，収用の場合は仝額即時払い

とされた。この法律のもとでフレイ政権ははじめ

の2年間に100万ヘクタール以L（うち 1割以ヒが灌

概農地）の農地の再配分を行なった。しかし，こ

の法律では，とくに買収または収用の対象となり

うる士地に限界があり，そのためフレイ政権はさ

らに進んだ農地改革を H的とした法案を提出し，

1967年に施行となった。

この新しい農地改革法（法律第16640号，以卜農地

改革新法と略す）の旧法との根本的相違は， 1日法対

象農地のほか， 80ヘクタール以上の農地（灌慨農地

換算80ヘクタール，非灌漑農地等については別に定める

ところにより上限あり）を収用しうることとして，

農地所有に上限を定めたことである。この上限自

体はかなり翡いものとはいえ，前述腹業センサス

の結果からみても，対象農地が一挙に増加したこ

とが明らかであろう。この新農地改革法は，その

ままアジェンデ政権下の農地改革の依拠する法祁

ともなる重要なものであるので，さらに詳細を検

討しよう。

新法は上記の基本的特徴のほか，買収・収用の

評価額を，税金支払の根拠となる上地評価額だけ

でなく，これに，この評価額に含まれぬ，地主が

それ以前に行なっている土地改良に相当する評価

を加えることとした点，さらに土地の状況によっ

て補償の支払方法を変えたこと（使用されていない

土地は，補償の即時払い分を評価額の 1％とする，無駄

に使用されている農地は同5%, 80ヘクタール以上であ

ることを理由に収用される農地は同10%，残りは最高30

年以内年利3%，インフレ・スライド調整条項つきの農

地改革債権によって返済するという内容）が注目され

る。今一つ新法において虞要な点は，同法が水利

権をも収用可能であるとした点である。

さて農地改革が本格的に開始されたのは1965年

以降であることはすでに述べたが， 1965年から70

年までのフレイ政権の 6年間に1408農場， 356万

5000ヘクタールが買収・収用され，これによって

2万9139農家が士地を新たに所有することとなっ

た。 1964/65年の農業センサスでは500ヘクターJレ

以上の農場が約6500あったから，そのうち少なく

とも20％の農場が再配分されたことになる (500ヘ

クタール以下の農場も改革の対象になっているので）。

しかし農地総面積に占める改革の対象となった面

積の比較は，農地の肥沃度の問題があり，必ずし

も、意味がない。そこで灌漑農地をみると， 1969年

まで約25万ヘクタールが再配分されており，これ

はチ 1)の灌漑農地と推定される約122万ヘクター

ルの20％をこえており， 1970年までには少なくと

も総灌漑農地の25％が再配分されたものと若えら

れる。この割合は地方によって異なり，砂漠地帯

のオアシスで灌漑不可欠のアタカマ県とコキンボ

県では32%（ただし，同様の性格のタラパカ県，ァン

トファガスタ県では9%），雨址の比較的少ないアコ

ンカグア，バルパライソ県では41%，中南部のリ

ナレス県からアジェコ県に至る地帯が27%，残り

が7~20%となっている（第21表）。

さてチリの農地改革における興味ある特徴は，

七地を股民に配分する際に（その土地にそれまで働

う3
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第 21表 チリの農地改革の進捗状況

→・------・ 
1965 1966 l 1967 | 1968 | 1969 1970 ! 計

1,408 
3,564.6 

買収・収用された農 場 数 99 265 i 217 ! 223 ! 314 290 : 
同上 総面積(lOOOha) 541. 2 526. 2 285. o: 657. 3i 861. 9. 693. 0 

｛灌漑地面積(n) 41.3 57.9 50.6[ 44.7| 54.5 -
非灌漑地面積( II ) 499.9 468,3 234.41 612.6 807.41 - ! 

9 -

定 着農民組合 (asentamientos) 数 33 62 151 l 158 - -2;5 1 -
同上に与えられた総面積！ 286.8. 145.6! 354.8/ 725,2; 1,078.2; -

うち 灌概面積 16.2 17.3 47.71 53.7. 68.4;. -
恩恵を受けた家族数 2,061 i 2,109 i 4,218 I 5,644 ! 6,404 I 8,703 2,913.9 

（出所） CEP AL, Estudio Econ6mico de America Latina, 1969. 

および Almanaque-Librodel Ano (Editorial Lord Coehrane) 1972. 

いていた農民を優先することは当然であるが），定着農

民組合（（仮訳）asentamientoscampesinos) と称する

組織が地方ごとに作られ，その土地は 3年以内

（特別の場合は5年まで延長しうる），農地改革公団

と定着農民(ase叫 dosと呼ばれる）が形成する農地

改革農業協会 (SociendadesAgricolas de Reforma 

Agraria)によって経営されるという点である。こ

の目的は，この間インフラストラクチャーの建設

その他の農業投資を効果的に行なうとともに，定

着農民に，土地所有者および土地経営者としての

能力をそなえうるよう指導することにあった。

1969年までに 633の定着農民組合が形成され，

この間買収・収用された農場数 (915)のうち82%

において「定着」 (asentamiento)が開始せられたこ

とになる cこれには 2万0500の農家が含まれ，定着

農民組合に与えられた農地は灌漑地20万ヘクター

ル，非灌漑地239万ヘクタールであったから， 1 

戸あたりでは灌漑地10ヘクタール，非灌漑地117

ヘクタールとなる。

さてこの過渡期間を経て最終的に士地所有者と

なった農家は2000戸 (20万8000ヘクタール）であっ

た。これは1969年末の数字であるが，いずれにし

ても，アジェンデ政権発足時において，圧倒的多

数の「定着農民」は，上記に説明したような過渡

54 

的期間中の状態にあったことは，新政権下での農

地改革を検討するときに重要である。

さて以上に述べたフレイ政権の 6年間における

農地改革は，同政権の当初の日標 (4万から 6万戸

の農民に土地を与える）に達せず，また，約3万戸

の士地配分の恩恵をうけた農家数は，これまで土

地を持たなかった農民家族数の15％程度にすぎな

いことは事実である。しかしこれまでのチリ歴史

の全体を通じて支配的であった大土地所有制には

じめて本格的な変更を加えたという意味でやはり

画期的であったといわなければならない。しかも

チリにおける総灌概面積の約4分の 1を買収・収

用しており，フレイ政権の農地改革を軽視して片

づけることはできない。また，何百年もの間の所

有関係に慣らされてきた貧困な農民が，全国的に

開始された農地改革を目のあたりにして，土地の

配分を受けなかった農民も，土地を所有しうる可

能性を知ったといういわゆるデモンストレーショ

ン効果の政治的・社会的な重要性もきわめて大き

なものであったと考えなければならない。

この 6年間の農地改革の直接的経済効果を計測

することは必ずしも容易ではない。農地改革公団

の発表によれば226の定着農民組合において，未

耕地から転換した耕作地が3万1330ヘクタールに
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増加し，これは改革実施前と比較して83.2％の増

加であったという。また土地生産性も上昇してい

るといわれ，これは耕地面積の増加とともに，農業

生産羅の増加を推定せしめるが，これに対する疑

問も提出されており，この点の正確な評価は後の

詳細な研究にまたなければならない。

しかしここで強調しておきたいのは，農業部門

に関する限り，その停滞の二つの重要な要因の一

つである大土地所有制については，社会主義新政

権への移行以前にすでにその改革がある程度実行

されてきていることである。しかしながら，他の

産業と比較して，農業部門を不利なものとしてき

た一連の要素， とくに農産物低価格政策について

は，基本的変更は行なわれず，フレイ政権の政策

も従来からの延長線上にあったとしてさしつかえ

ないであろう。

（江 1) :¥!Iamalakis and Reynolds, op. cit. 

(it2) 1→リのように南北に細長い国ては，灌漑の

有熊，地方による雨届や気温の相違から単に殷地の）ぷ

さだけから比較はてきない。農地改訊公団の地方別の

灌漑襲地換＇点率表や CIDAの研究における，土地分類

別の欅準士地との換存率などによって， ヒンザス桔果

（土地規模別の）を朋準七地に換算してからてないと，

厳密な分析は困難てある。しかしこごてし')H的I})ため

には， ＾忘本文，こおける資料て十分であろう。

む す び

—ーアジェンデ政権発足の時点でのチリ経済—--

以上に明らかにしたように， 1970年末アジェン

デ政権が引継いだチリ経済の基本的構造は典型的

ともいうべき輸入代替プロセスに特徴づけられた

ものであった。しかも1960年代には，その第2期

ともいわれる深刻な停滞期に入り，構造的な停滞

的諸現象を生ぜしめていた。 1964年以降のフレイ

政権はこれらを解決するための諸改革を，すでに

かなりな程度において実施にうつしていた。しか

し，その中心を占める農地改革も銅の国有化（お

よび産銅倍増計画）も，輸入代替的経済発展そのも

のを変更し，これによってすでにでき上った特殊

な経済構造（特に製造工業）を変革しようとする

ものではなく，むしろ長い間続いてきた農業にお

ける大土地所有制と輸出産業における外国企業の

支配という，いわば，これまでのプロセスにおい

て全く手のつけられたことのなかった所与のファ

クターであった二つの制度を変革しようとしたも

のであった。

もとよりこれら改革は，従来の輸入代替タイプ

の発展そのものを変更しないまでも，それに重要

な変化を及ぼしうる意味で，積極的意義を持って

いた。後にアジェンデ政権の行なおうとした改革

の多くは，すでに着手されていたといえよう。し

かし，これらの改革の成果はフレイ政権時代には

まだ現われず，インフレ，失業，高額の対外累積

債務，低成長率などには重要な変化のないまま，

やはりアジェンデ政権にひきつがれたのである。

ただし，フレイ政権下においては，チリ経済に

おいて完全に外生的ファクターである銅の価格の

著しい上昇によって生じた，いくつかの変化も付

け加えておかなければならない。まず銅の輸出額

は，生産量が停滞的であったにもかかわらず，

1960~63年平均の約3億6000万ドルが， 1966年に

は6億8000万ドル， 1969年には 8億8000万ドルに

増加し，輸出総額も1960年の 5億5000万ドルから

1968/1969年には 10億ドルを超え， 1970年には12

億6000万ドルに達し，しかもこの間「銅のチリ化」

などによりチリ側の外貨受取り率も増加した。こ

のため，注目すべきは， 1966年以降，新たな直接

輸入制限の強化はみられなかったこと， 1965年に

行なったリファイナンス（債務繰延べ）のあとは

対外債務は大きな増加を示していない（ただし，輸

55 
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出増加見込みをもって支払いの見通しをつけた上で，

外資系銅企業の行なった産銅倍増計画のための借款を

除く）こと，さらに，この間政府の金・外貨準備

高も増加することができ， 1970年には約4億ドル

に達したことである。

要約すれば，アジェンデ政権発足時のチリ経済

は基本的には1930年来の，輸入代替フ゜ロセスの延
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長線上にあって停滞的現象に直面していた。しか

し1960年半ばより重要な改革がすでに着手されは

じめていたことが指摘でき，また銅価格の上昇に

よって，輸出額増大，外貨準備の増大などに示さ

れるような一時的ながら有利な局面にあったとも

いえよう。 （了）

(ECLA職員）

アジア経済研究所刊行

数世紀にわたってこの地方に影響を及ぽしたオスマン・

トルコの痕跡を概観した後，シリア，イラクの経済発展

の現況とその問題点を検討する。エジプトについては特

に第1次農地改革と製糖業を論考した。

現地調査にもとづいて，マラヤ華僑社会の形成，マラッ

カの市政，ペナンの社会構造，手工業の存在形態，シン

ガボールの華僑社会の構成を仔細に分析する。巻末に研

究資料12点を加えた。

アジアの労働移動の経済分析，人口移動のアジア的パタ

ーン，韓国，台湾，タイの労働移動，産業化と労働移動

を検討するとともに，フィリヒ゜ン，シンガボール，香港，

インドの現地調査の結果をとりまとめた。

アジア経済出版会発売
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